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告 示

北海道告示第５０１号

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第３０条第２項の規定により、次のとおり土地改良区
の定款の変更を認可した。
平成２２年６月２５日

北海道知事 高 橋 はるみ
認可年月日 土地改良区名
平成２２．６．１５ 東和土地改良区

同 当麻土地改良区

北海道告示第５０２号

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第５７条の２第１項の規定により、芦別市土地改良区
が管理する吉田の沢頭首工に係る管理規程を認可した。
平成２２年６月２５日

北海道知事 高 橋 はるみ
認可した管理規程の概要
吉田の沢頭首工の維持、操作その他管理について必要な事項を定めている。

北海道告示第５０３号

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第８７条の３第１項の規定により、次の地区について
道営土地改良事業の土地改良事業変更計画を定めた。
その関係書類は、平成２２年６月２９日から２０日間、一般の縦覧に供する。
平成２２年６月２５日

北海道知事 高 橋 はるみ
地 区 名 事 業 の 種 類 縦 覧 場 所
さ ろ ま 中山間地域総合整備（区画整理、客土、暗きょ排水、農用地改良保全） 北海道オホーツク総合振興局
士幌南部 畑地帯総合整備［担い手支援型（単独土層改良）］（土層改良、暗きょ排水） 北 海 道 十 勝 総 合 振 興 局

北海道告示第５０４号

土地改良法（昭和２４年法律第１９５号）第１１３条の２第１項の規定により、別海町の行う土地
改良（東北栄南地区基盤整備促進［基盤整備］（農業用道路））事業の工事を平成２１年１１月
１０日に完了した旨の届出があった。

平成２２年６月２５日
北海道知事 高 橋 はるみ

北海道告示第５０５号

次のとおり道営土地改良事業の工事を完了したので、土地改良法（昭和２４年法律第１９５
号）第１１３条の２第３項の規定により公告する。
平成２２年６月２５日

北海道知事 高 橋 はるみ
地 区 名 事 業 の 種 類 完了年月日
生 田 水田農業経営確立排水対策特別（農業用用排水） 平成２１．１２．１８
宇 � 中山間地域総合整備（区画整理） 同 ２１．１０．３０
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宇 � 中山間地域総合整備（農業用用排水施設） 平成１９．１１．２０

北海道告示第５０６号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２５条の２第１項の規定により、次のように保安林を指
定する予定である。
平成２２年６月２５日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 保安林予定森林の所在場所 礼文郡礼文町大字香深村字ヘウケトンナイ８５３地先・１７３

の１・１７５の１・１７５の２・７７８の１・７７８の２（以上１筆地
先５筆について次の図に示す部分に限る。）、１７４、７７８の
３、８３３、８５３

２ 指 定 の 目 的 土砂の崩壊の防備
３ 指 定 施 業 要 件
� 立 木 の 伐 採 の 方 法
ア 主伐は、択伐による。
イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町
村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。
ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。

� 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。
（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道宗谷総合振
興局産業振興部林務課及び礼文町役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第５０７号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２５条の２第１項の規定により、次のように保安林を指
定する。
平成２２年６月２５日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 保安林の所在場所 目梨郡羅臼町海岸町１１３の１・１１４の１（以上２筆について次の

図に示す部分に限る。）
２ 指 定 の 目 的 土砂の崩壊の防備
３ 指 定 施 業 要 件
� 立木の伐採の方法
ア 主伐は、択伐による。
イ 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市町
村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

ウ 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
� 立木の伐採の限度 次のとおりとする。
（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道根室振興局
産業振興部林務課及び羅臼町役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第５０８号

農林水産大臣から、次のように保安林を指定する予定である旨、森林法（昭和２６年法律第
２４９号）第２９条の規定による通知があった。

平成２２年６月２５日
北海道知事 高 橋 はるみ

１� 保安林予定森林の所在場所 二海郡八雲町熊石関内町７１９地先・７１９・７２２（以上１
筆地先２筆について次の図に示す部分に限る。）、７２０、
７２１

� 指 定 の 目 的 水源のかん養
� 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
� 主伐に係る伐採種は、定めない。
	 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。


 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。

２� 保安林予定森林の所在場所 河東郡鹿追町美蔓西１４線１８の８２・１８の８３（以上２筆に
ついて次の図に示す部分に限る。）、１８の２５

� 指 定 の 目 的 土砂の流出の防備
� 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
� 主伐は、択伐による。
	 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。


 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。

３� 保安林予定森林の所在場所 赤平市住吉町８６０地先・８２３の１・８２３の２・８３８・８６０
（以上１筆地先４筆について次の図に示す部分に限
る。）

� 指 定 の 目 的 土砂の流出の防備
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� 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
� 主伐は、択伐による。
	 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。


 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。

４� 保安林予定森林の所在場所 函館市御崎町２１１の４地先・２１１の７地先・３２５（以上
２筆地先１筆国有林。次の図に示す部分に限る。）

� 指 定 の 目 的 土砂の崩壊の防備
� 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
� 主伐は、択伐による。
	 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。


 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立 木 の 伐 採 の 限 度 次のとおりとする。
（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道水産林務部
林務局治山課並びに関係市役所及び関係町役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第５０９号

森林法（昭和２６年法律第２４９号）第２６条の２第２項の規定により、次のように保安林の指
定を解除する予定である。
平成２２年６月２５日

北海道知事 高 橋 はるみ
１ 解除予定保安林の所在場所 礼文郡礼文町大字香深村字チヤウス４９０・字カフカイ

１３１４地先・５６３の２・５６３の３（以上１筆地先３筆につい
て次の図に示す部分に限る。）、１３１４

２ 保安林として指定された目的 なだれの危険の防止
３ 解 除 の 理 由 道路用地とするため
（「次の図」は、省略し、その図面を北海道宗谷総合振興局産業振興部林務課及び礼文町
役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第５１０号

農林水産大臣から、次のように保安林の指定施業要件を変更する予定である旨、森林法

（昭和２６年法律第２４９号）第３３条の３において準用する同法第２９条の規定による通知があっ
た。
平成２２年６月２５日

北海道知事 高 橋 はるみ
１� 指定施業要件変更予定保安林

の所在場所
檜山郡上ノ国町・天塩郡遠別町（以上２町について
次の図に示す部分に限る。）

� 保安林として指定された目的 土砂の流出の防備
� 変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
� 次の森林については、主伐は、択伐による。
上ノ国町・遠別町（以上２町について次の図に示す部分に限る。）

	 その他の森林については、主伐に係る伐採種を定めない。

 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。

� 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。

２� 指定施業要件変更予定保安林
の所在場所

深川市（次の図に示す部分に限る。）

� 保安林として指定された目的 水源のかん養
� 変 更 後 の 指 定 施 業 要 件
ア 立 木 の 伐 採 の 方 法
� 主伐に係る伐採種は、定めない。
	 主伐として伐採をすることができる立木は、当該立木の所在する市町村に係る市
町村森林整備計画で定める標準伐期齢以上のものとする。


 間伐に係る森林は、次のとおりとする。
イ 立木の伐採の限度並びに植栽の方法・期間及び樹種 次のとおりとする。
（「次の図」及び「次のとおり」は、省略し、その図面及び関係書類を北海道水産林務部
林務局治山課並びに深川市及び関係町役場に備え置いて縦覧に供する。）

北海道告示第５１１号

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成１２年法律第５７
号）第６条第１項及び第８条第１項の規定により、次の区域を土砂災害警戒区域及び土砂災
害特別警戒区域として指定する。
平成２２年６月２５日

北海道知事 高 橋 はるみ
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１� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
牧場の沢川（�－２３－０３５０）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
二海郡八雲町桜野（次の図のとおり）

� 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
土石流

 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

２� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の箇所番号
南茅部川汲（�－２－１７８－１２１６）

� 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の表示
函館市川汲町（次の図のとおり）

� 土砂災害の発生原因となる自然現象の種類
急傾斜地の崩壊

 当該自然現象により建築物に作用すると想定される衝撃に関する事項
次の図のとおり

（「次の図」は省略し、その図面を北海道渡島総合振興局函館建設管理部に備え置いて縦

覧に供する。）

公 告

地方公務員等共済組合法（昭和３７年法律第１５２号）第２２条第３項及び地方公務員等共済組
合法施行規程（昭和３７年省令第１号）第６７条の２の規定により、北海道市町村職員共済組合
及び北海道都市職員共済組合から、平成２１年度の決算について登載依頼があった。
平成２２年６月２５日

北海道知事 高 橋 はるみ
北 海 道 市 町 村 職 員 共 済 組 合 公 告

北海道市町村職員共済組合定款第５条の規定に基づき、平成２１年度決算の要旨を公告する。
平成２２年６月７日

北海道市町村職員共済組合理事長 脇 本 哲 也
１ 組合に属する地方公共団体等

市 町 村 一部事務組合等 合 計

２２ １２９ １５ １０３ ２６９

２ 組合員数及び給料月額は、次のとおりである。

組 合 員 の 種 別 一般組合員（一般職） 一般組合員（特別職） 市町村長組合員 特定消防組合員 市町村長長期組合員 継続長期組合員 任意継続組合員 合 計

組 合 員 数（人） ３３，２７８ １，０９４ １６３ ４，８９５ ３ １ １，１５０ ４０，５８４

給 料 月 額（百万円）：長期 １０，９４２ ４０６ ９８ １，４９２ ２ １ － １２，９４１

〃 ：短期 １１，０９９ ４０８ １１２ １，４９２ ２ － ３３５ １３，４４８

一人当たり給料月額（円）：長期 ３２８，８３６ ３７１，２６０ ６０３，３３６ ３０４，７００ ６１９，１３３ ３９４，９００ － ３２８，１７５

〃 ：短期 ３３３，５３７ ３７３，４０５ ６８９，２２１ ３０４，７００ ６４５，１３３ － ２９１，２４９ ３３１，３８７

３ 組合職員の数は、次のとおりである。
（単位：人）

経 理 単 位 業 務 保 健 宿 泊 貯 金 貸 付 物 資 計

人 員 ３１ ６ ２３ ７ ２ ４ ７３

４ 各経理単位別収支状況は、次のとおりである。
� 損益計算書の要旨

（単位：千円）

区 分 短 期 長 期 預託金管理 業 務 保 健 宿 泊 貯 金 貸 付 物 資
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（収 入）

負 担 金 １１，６８９，５５０ ３５，２２６，８４７ ５４８，１２７ ５８５，６４５

掛 金 １１，３６１，６２０ １８，５４８，３７３ ５７６，０６６

施設収入・商品売上 １，８５５，０４１ ４３６，９０６

基 礎 年 金 交 付 金

利 息 及 び 配 当 金 ４，０９８ ９２０，９７３ １０，６９４ ９，２６０ ２５，６４３ １，０５９，７７６ ３１ １０

そ の 他 収 入 １，９５８，１６２ ２９，１４２ ５９８，８０７ １０５，５２９ ８５４，３０１ ５９，０３３

他 経 理 か ら 繰 入 金 ７０，００４ ４１０，９４６

前 年 度 支 払 準 備 金 １，９１５，４１５

前年度繰越長期給付積立金

前 期 損 益 修 正 益 １２ １９ １

計 ２６，９２８，８４５ ５３，７７５，２２０ ９２０，９７３ ６２８，８３７ １，２００，１１２ ２，８９０，４５６ １，１６５，３０５ ８５４，３３２ ４９５，９５０

（支 出）

給 付 金 １１，６６７，４６４

役 職 員 給 与 ２６５，０４３ ４１，７４１ ３４９，４８０ ５８，８６１ １３，８９７ ３５，４７８

旅 費 ・ 事 務 費 ４０，５５０ ７，５８５ ５，０２５ １４，９４６ ３，０６３ ５，３０７

商 品 仕 入 ５６，７８８ ４３６，９０６

飲 食 材 料 費 ２４５，４６３

委 託 費 ４５，６３１ １８，２３０ １８９，７００ １，６１８ ６，４３４ １，８１８

支 払 利 息 ９２０，９７３ ５９５，０７１ ７０２，０５６ ２０

連 合 会 払 込 金 ３３２，４４７ ４７，５４７

老 人 保 健 拠 出 金 ２２５

退 職 者 給 付 拠 出 金 ８２０，４２８

基礎年金拠出金負担金

他 経 理 よ り 繰 入 金 ７０，００４ ４１０，９４６

そ の 他 支 出 １１，９９８，９３４ ５３，７７５，２２０ ２５６，５９７ ８０８，４０１ １，３２９，７７４ ２０，６３１ ５７，１１１ １３，３１１

次 年 度 支 払 準 備 金 １，８５４，４４５

次年度繰越長期給付積立金
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貸 倒 損 失

前 期 損 益 修 正 損 １，８２４ ４

固 定 資 産 除 去 損 １，７４５，５０４

計 ２６，７４３，９４７ ５３，７７５，２２０ ９２０，９７３ ６０７，８２１ １，２８８，７２７ ３，９２１，７３７ ６９１，１２７ ８３０，１０８ ４９２，８４０

差引当期利益（損失）金 ２０６，７０３
０ ０ ２１，０１６ △８８，６１５ △１，０３１，２８１ ４７４，１７８ ２４，２２４ ３，１１０

△２１，８０５

※短期の差引当期利益（損失）金欄は上欄は短期分、下欄は介護に係る差引当期利益（損失）金です。

� 貸借対照表の要旨
（単位：千円）

区 分 短 期 長 期 預託金管理 業 務 保 健 宿 泊 貯 金 貸 付 物 資

（資 産）

流 動 資 産 ３，４８２，４０４ ２，９３１，３０９ ８，０７０，８８０ ７１６，８８７ ８００，０９５ ３，３２９，７７７ １，３９７，６２５ ４５７，５９５ ６９５，１５９

固 定 資 産 ３７，０５７，８９９ ２，０００ ２５２ ２，１０９，５９９ ６２，０１１，２５６ ２９，１３８，３７２

計 ３，４８２，４０４ ２，９３１，３０９ ４５，１２８，７７９ ７１８，８８７ ８００，３４７ ５，４３９，３７６ ６３，４０８，８８１ ２９，５９５，９６７ ６９５，１５９

（負 債）

流 動 負 債 １，０５１，８２０ ２，９３１，３０９ １８，３７６ ９１，６３１ ２０６，９６０ ５８，０５８，２７２ １４，７００ ４９，５５３

固 定 負 債 １，８５４，４４５ ４５，１２８，７７９ ４３４，６００ ５１，９５７ １，０４９，３２６ ８２，７３５ ２８，８６５，０１８ ７５，６８９

剰 余 金 又 は 欠 損 金 ５７６，１４０ ２６５，９１１ ６５６，７５９ ４，１８３，０９１ ５，２６７，８７３ ７１６，２４９ ５６９，９１７

計 ３，４８２，４０４ ２，９３１，３０９ ４５，１２８，７７９ ７１８，８８７ ８００，３４７ ５，４３９，３７６ ６３，４０８，８８１ ２９，５９５，９６７ ６９５，１５９

北 海 道 都 市 職 員 共 済 組 合 公 告
北海道都市職員共済組合定款第４４条の規定に基づき、平成２１年度決算の要旨を公告する。
平成２２年６月９日

北海道都市職員共済組合理事長 山 田 勝 麿

１ 組合に属する地方公務員等

市 一部事務組合等 合 計

１２ ８ ２０

２ 組合員数及び給料月額は、次のとおりである。

組 合 員 の 種 別 一 般 組 合 員 市 長 組 合 員 特 定 消 防 組 合 員 長期・継続長期組合員 任 意 継 続 組 合 員 合 計

組 合 員 数（人） １４，５８２ １２ １，９２０ ２ ４７０ １６，９８６

給 料 月 額（百万円）
長 期 ４，７７６ ７ ６０８ １ ５，３９２
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短 期 ４，８１６ ９ ６０８ １５０ ５，５８３

１人当たり給料月額（円）
長 期 ３２７，４９６ ５８９，９１７ ３１６，８７６ ２９３，９５９ ３２６，４４８

短 期 ３３０，２１５ ７５７，３２５ ３１６，８７６ ３１８，８６０ ３２８，６９５

３ 組合職員の数は、次のとおりである。
（単位：人）

経 理 単 位 業 務 保 健 宿 泊 貯 金 貸 付 計

人 員 ２０ ７ ２９ ８ ５ ６９

４ 各経理単位別収支状況は、次のとおりである。
� 損益計算書の要旨

（単位：千円）

区 分 短 期 長 期 預託金管理 業 務 保 健 宿 泊 貯 金 貸 付 財 形

（収 入）

負 担 金 ５，０５５，２７１ １５，７１７，１５６ １５８，３４５ ３０３，４７６

掛 金 ４，６７１，８６２ ７，７１３，６０６ ３０３，４０２

施設収入・商品売上 ４１３，３３２

連 合 会 交 付 金 ６３，２２４ ４，８０３

利 息 及 び 配 当 金 ４６２ ５１３，３１４ ２９，１３３ ８，０９７ ８３，２８２ ８９４，８５４ １９，６５４ ２４

そ の 他 収 入 ９５４，４５４ ６，５１４ ５，６２６ １３５，４１０ ３２４，４５３

他 経 理 か ら 繰 入 金 ２９，２１７ １２０，０００

前 年 度 支 払 準 備 金 ８０２，５２５

計 １１，４８４，５７４ ２３，４３０，７６２ ５１３，３１４ ２８６，４３３ ６２０，６０１ ７５２，０２４ ８９４，８５４ ３４８，９１０ ２４

（支 出）

給 付 金 ４，９６０，１０９

役 職 員 給 与 １５２，７１０ ５５，６３３ １４４，３０５ ７６，２０７ ４５，４０３

旅 費 ・ 事 務 費 ２１，６２０ ８６７ ２，０２９ ３，７３５ ５４７

商 品 仕 入 １１，２３３

飲 食 材 料 費 ６７，８７２

委 託 費 ４２ ２，９５１ １２４，５２１ ３，８８８

支 払 利 息 ５１３，３１４ ３，２８９ ４２０，９０７ ２９４，０４９
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連 合 会 払 込 金 １３７，８０７ ２３，６０３

老 人 保 健 拠 出 金 ８０，９２４

退 職 者 給 付 拠 出 金 ４０１，３５４

前 期 高 齢 者 納 付 金 ２，３００，２６９

後 期 高 齢 者 支 援 金 １，５８１，７４７

病 床 転 換 支 援 金 １，２８８

介 護 納 付 金 ７１１，６６４

負 担 金 払 込 金 １５，７１７，１５６

掛 金 払 込 金 ７，７１３，６０６

事務費負担金払込金 ７０，３７８

他 経 理 へ 繰 入 金 ２９，２１７ １２０，０００

そ の 他 の 支 出 ３８４，５４２ ３９，３９０ ３２６，０８９ １，４９５，０７７ ３３，４１８ １７，２４４

次 年 度 支 払 準 備 金 ７８３，６７５

計 １１，３７２，５９６ ２３，４３０，７６２ ５１３，３１４ ２８４，１４０ ５０５，５４０ １，８４８，３２６ ５３８，１５５ ３８０，８４６ ０

差 引 当 期 利 益 金 １１１，９７８ ０ ０ ２，２９３ １１５，０６１ △１，０９６，３０２ ３５６，６９９ △ ３１，９３６ ２４

� 貸借対照表の要旨
（単位：千円）

区 分 短 期 長 期 預託金管理 業 務 保 健 宿 泊 貯 金 貸 付 財 形

（資 産）

流 動 資 産 １，３０７，７１４ １，２２６，９６９ ３，３３８，８３６ ４６５，６３１ ４５５，１２４ ９５５，０５０ １，６８１，０３５ ２７４，５８２ ９，８６１

固 定 資 産 ２１，９２５，５２０ ４２８，３８９ １，１７０，６６８ ３２，８４１，９４５ １１，６５３，１４８

欠 損 金

計 １，３０７，７１４ １，２２６，９６９ ２５，２６４，３５６ ８９４，０２０ ４５５，１２４ ２，１２５，７１８ ３４，５２２，９８０ １１，９２７，７３０ ９，８６１

（負 債）

流 動 負 債 ４６７，９３９ １，２２６，９６９ ７，１５６ １１，１６７ ４２，７３５ ３１，０４２，５８１ ３７３

固 定 負 債 ７８３，６７５ ２５，２６４，３５６ １７７，３５１ １３８，８１０ ７８，８４３ ３３，００６ １１，８４５，１９７

剰 余 金 ５６，１００ ７０９，５１３ ３０５，１４７ ２，００４，１４０ ３，４４７，３９３ ８２，１６０ ９，８６１

計 １，３０７，７１４ １，２２６，９６９ ２５，２６４，３５６ ８９４，０２０ ４５５，１２４ ２，１２５，７１８ ３４，５２２，９８０ １１，９２７，７３０ ９，８６１
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総 合 振 興 局 告 示 及 び
振 興 局 告 示

北海道釧路総合振興局告示第１号

次のとおり一般競争入札（以下「入札」という。）を実施する。
なお、この入札に係る調達は、１９９４年４月１５日マラケシュで作成された政府調達に関する
協定の適用を受ける。
平成２２年６月２５日

北海道釧路総合振興局長 柴 田 達 夫
１ 入札に付する事項
� 調達をする物品等の名称及び数量
ア ロータリー除雪車
� その１（２．６�／３，４００ｔ級） １台
	 その２（２．２�／２，３００ｔ級） １台
（交換契約によりロータリー除雪車２台（２００ＰＳ級及び３００ＰＳ級）を契約の相手
方に供し、�及び	を契約の相手方から調達する。）
イ ロータリー除雪車（１．３�／７００ｔ級） １台
（交換契約によりロータリー除雪車１台（８０ＰＳ級）を契約の相手方に供し、ロー
タリー除雪車１台を契約の相手方から調達する。）
ウ 除雪トラック（１０ｔ級６×６専用型）
� その１（アングリングプラウ付きほか） １台
	 その２（ワンウェイプラ付きほか） １台
（交換契約によりロータリー除雪車２台（７ｔダンプ級及び１０ｔ級６×６専用型）
を契約の相手方に供し、�及び	を契約の相手方から調達する。）
エ 除雪トラック（１０ｔ級６×６専用型） １台
オ 除雪ドーザ（１３ｔ級車輪式） １台
（交換契約により除雪ドーザ（１２ｔ級）１台を契約の相手方に供し、除雪ドーザ１
台を契約の相手方から調達する。）
カ 凍結防止剤散布車（自走４輪駆動）
� その１（湿式４．０�級） １台
	 その２（湿式２．５�級） １台
アからカまでについては、それぞれの入札とする。

� 調達をする物品等の仕様等 入札説明書及び仕様書による。
� 納 入 期 限
ア �のア、イ及びオ 平成２２年１２月６日（月）

イ �のウ、エ及びカ 平成２２年１２月２０日（月）
 納 入 場 所 入札説明書による。
２ 入札に参加する者に必要な資格
次のいずれにも該当すること。

� 平成２１年北海道告示第８号又は平成２２年北海道告示第２３号に規定する物品の購入の資
格を有すること。

� 道が行う指名競争入札に関する指名を停止されていないこと。
� 当該調達物品に関し、仕様書に記載の要件等を満たしていることを証明した者である
こと。

 当該物品調達又はこれと同等の類似品等に係る相当数の納入実績等があることを証明
した者であること。

� 当該調達物品に関し、迅速なアフターサービス・メンテナンスの体制が整備されてる
ことを証明した者であること。

� 整備工場（指定工場を含む）を有し、当該物品の調達後、１０年間部品の供給が可能で
であること。

３ 条件付一般競争入札参加資格の審査
� この入札は、地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の５の２の規定によ
る条件付一般競争入札であるので、入札に参加しようとする者は、アからウまでに定め
るところにより、２の�から�までに掲げる資格を有するかどうかの審査を申請しなけ
ればならない。
ア 申 請 の 時 期 平成２２年６月２８日（月）から７月１５日（木）まで（日曜日及

び土曜日を除く。）の毎日午前９時から午後５時まで
イ 申 請 の 方 法 申請書類の提出先の指示により作成した申請書類を提出しな

ければならない。
ウ 申請書類の提出先 郵便番号０８５－０００６ 釧路市双葉町６番１０号

北海道釧路総合振興局釧路建設管理部建設行政室建設行政課
� 審査を行ったときは、審査結果を申請者に通知する。
４ 契約条項を示す場所
北海道釧路総合振興局釧路建設管理部建設行政室建設行政課

５ 入札執行の場所及び日時
� 入 札 場 所 釧路市双葉町６番１０号

北海道釧路総合振興局釧路建設管理部３階大会議室（送付に
よる場合は、郵便番号０８５－０００６ 釧路市双葉町６番１０号 北
海道釧路総合振興局釧路建設管理部建設行政室建設行政課）

� 入 札 日 時 平成２２年８月４日（水）午後３時（送付による場合は、同月

北 海 道 公 報 第����号 ４７平成２２年６月２５日（金曜日）



３日（火）までに必着）
� 開 札 場 所 �に同じ。
 開 札 日 時 �に同じ。
６ 入 札 保 証 金
平成１６年北海道告示第４４８号の１の�及び�による。

７ 入札説明書の交付に関する事項
� 交 付 場 所 ４に同じ。
� 交 付 方 法 �の場所で交付する。

なお、郵送による交付を希望する場合は、Ａ４判用紙が入る
返信用封筒（あて先を明記したもの）及び重量１００グラムに見
合う郵便料金に相当する郵便切手又は国際返信切手券を添えて、
契約に関する事務を担当する組織に申し込むこと。
また、電子メール送信による交付を希望する場合は、契約に
関する事務を担当する組織に電子メール（kushirodoboku.

somu1@pref.hokkaido.lg.jp）で申し込むこと。
８ 落札者の決定方法及び契約書作成の要否
平成１６年北海道告示第４４８号の２の�のア及び３の�による。

９ そ の 他
平成１６年北海道告示第４４８号の４の�、�から�まで及び�から�までによるほか、次
による。
契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地

� 名 称 北海道釧路総合振興局釧路建設管理部建設行政室建設行政課
� 所 在 地 郵便番号０８５－０００６ 釧路市双葉町６番１０号

電話番号０１５４－２３－６１１５
１０ Summary

Ａ Nature and quantity of the products to be purchased :

ａ Rotary Snow Remover

� type 1 (length 2.6 meters / 3,400 tons class) Quantity 1

� type 2 (length 2.6 meters / 2,300 tons class) Quantity 1

ｂ Rotary Snow Removerw Remover (length 1.3 meters / 700 tons class)

Quantity 1

ｃ Snow removing truck (10 tons class, 6 wheels-drive)

� type 1 (angling snow plow) Quantity 1

� type 2 (one way side plow) Quantity 1

ｄ Snow removing truck (10 tons class, 6 wheels-drive) Quantity 1

ｅ Tractor with snow plow (13 tons class) Quantity 1

ｆ Chemical spreading vehiecle (self-run four-wheel drive)

� type 1 (wetted spreading, 4.0 cube meters class) Quantity 1

� type 2 (wetted spreading, 2.5 cube meters class) Quantity 1

Ｂ Bid tendering date and time : 3 : 00 P.M., August 4, 2010

(If mailed, bids must arrive no latter than August 3, 2010)

Ｃ Contact : Constructional Administration Division, office of Constructional

Administration, Kusiro Department of Public Works Management, Kusiro

General Subprefectural Bureau, Hokkaido Government, 10-gou, 6-ban,

Futabachou, Kusiro, Hokkaido, 085-0006 Japan.

Phone : 0154-23-6115

道 警 察 本 部 告 示

北海道警察本部告示第２５８号

次のとおり一般競争入札により落札者を決定した。
平成２２年６月２５日

北海道警察本部長 殿 川 一 郎
１ 落札に係る物品等の名称及び数量
行政情報ネットワークシステムの賃貸借 一式（１月当たりの単価）

２ 落札を決定した日
平成２２年５月１４日

３ 落札者の氏名及び住所
� 氏 名 ＮＥＣキャピタルソリューション株式会社
� 住 所 東京都港区芝５丁目２９番１１号
４ 落札金額
４，２３１，２９０円

５ 契約の相手方を決定した手続
一般競争入札

６ 一般競争入札の公告
平成２２年４月２日付け北海道警察本部告示第１８８号

７ 契約に関する事務を担当する組織の名称及び所在地
� 名 称 北海道警察本部総務部会計課
� 所在地 札幌市中央区北２条西７丁目

４８北 海 道 公 報 第����号平成２２年６月２５日（金曜日）


